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研究成果の概要（和文）：「出入国管理及び難民認定法」の改正が施行された1990年以降、日本に居住する外国
人の人口構造が量と質の両面で大きく変化してきた。日本では、これまで移民とネイティブ（すなわち日本国籍
者）を直接比較できるようなデータの整備・公開が必ずしも十分ではなかった。そこで本研究では、ネイティブ
との比較分析を通じ、日本社会における移民の地位達成過程構造の特質を解明することを目的として設定した。
既存データの二次分析や独自に実施した社会調査データの分析結果から、第二世代移民の地位達成構造がネイテ
ィブと類似していることが明らかになった。ただし、同化した移民が機会と困難の双方に直面しうる点には注意
すべきである。

研究成果の概要（英文）：Since 1990 when the Immigration Control and Refugee Recognition Law was 
revised, the population structure of immigrants in Japan has changed both quantitatively and 
qualitatively. There has not been sufficient data available in Japan, which enables us to compare 
the status attainment processes between immigrants and Japanese natives. This study aims to clarify 
the characteristics of immigrants' status attainment structure in Japan. Through secondary analysis 
and primary analysis of data based on the original survey, it was found out that the status 
attainment structures were similar between immigrants and Japanese nationals. This result does not 
always mean, however, that immigrants can get upward mobility chances by assimilation to Japanese 
society. It should be noted that assimilated immigrants can face both opportunities and challenges.
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１．研究開始当初の背景 
 「出入国管理及び難民認定法」の改正が施
行された 1990 年以降、日本に居住する外国
人の人口構造が量と質の両面で大きく変化
してきた。改正された同法の施行を機にその
増加ペースが急になり、1990 年前半から
2010 年代の間に外国籍者の人口規模は倍以
上に拡大した。その構成についても、現在の
在留外国籍者はニューカマー中心になって
いる。 
 現代の日本社会における移民の位置づけ
は、社会全体での人口減少のなかで相対的に
重要にもなる。政策的には、労働力の担い手
としていかに移民を処遇できるのかがイシ
ューとなっている。また、定住外国籍者が家
族を形成し、子を産み育てるということは、
その子弟の教育機会も政策的課題となるこ
とを意味する。移民の労働市場、その家族の
社会制度への統合は有機的に結合しており、
両者を総合した視点から、移民の社会統合の
あり方にどのようなものがありうるのかを
明らかにすることは、日本における社会的・
学術的課題として重要性を高めている。 
 人々の地位達成についてこれまで様々な
知見を蓄積してきたのは社会階層論であっ
た。一方、移民研究でも移民及びその子の地
位達成過程が分析されてきた。しかし、これ
らの研究領域から個別に得られる知見では、
移民の地位達成過程がどのように「移民的」
であるのかについて、十分な結論を下すこと
が難しい。日本では、これまで移民とネイテ
ィブ（すなわち日本国籍者）を直接比較でき
るようなデータの整備・公開が必ずしも十分
ではなかった。その結果、双方の研究領域で
重要な成果が挙げられる一方、両者を総合的
に捉えるための分析については検討の余地
が大きい。したがって、移民・ネイティブ間
での地位達成過程の構造の相違を解明する
ためには、移民研究における同化理論などの
枠組みと、社会階層論で蓄積されてきた地位
達成研究の枠組みを組み合わせることが有
用であると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では、ネイティブ（日本国籍
者）との比較分析を通じ、日本社会における
移民の地位達成過程構造の特質を解明する
ことを目的として設定した。研究を通じ、移
民がネイティブに比して不利な地位達成を
余儀なくされるのか否か、そうであるとすれ
ばそれはなぜか、出身階層や学歴が地位達成
に結びつくメカニズムが移民・ネイティブ間
でどのように異なるのか、という問いに答え
ることが目指された。 
 本研究では、次の 3点を具体的に取り組む
べき課題として設定した。第一に、移民・ネ
イティブ間での教育達成構造の差異である。
特に学力成績に着目し、移民とネイティブの
間でその差がどの程度みられるのか、また、
それがいかなる要因によって説明できるの

かなどについて検討する。第二に、移民・ネ
イティブ間でのキャリア移動構造の差異で
ある。日本の労働市場における地位達成構造
が移民とネイティブの間で異なるのか否か
を実証的に検討する。第三に、上記の課題の
成果をふまえて移民とネイティブ間で地位
達成過程の構造に差異が存在するのか、ある
とすればどのようなメカニズムが背景にあ
るのかを検討する。以上の検討を通じて、日
本において移民研究、階層研究の往来を促進
するとともに、今後移民が日本社会でどのよ
うに位置づけられうるのかについて、科学的
根拠に基づく議論が展開可能となってゆく
ことが期待できる。 
 
３．研究の方法 
 上記の目的を達成するため、本研究では主
に二つの方法により実証研究をおこなった。
一つは、既に公表されているミクロデータの
二次分析である。特に教育達成については、
OECD が実施している PISA、IEA が実施してい
る TIMSS などで、児童・生徒が移民の子であ
るか否かを識別できる。これらの調査は定期
的に繰り返し実施されており、それらのデー
タを組み合わせることで、移民・ネイティブ
間の比較分析を行うことが可能となる。 
 もう一つの方法は、日本国籍者、移民（外
国籍者）に対して同じ内容で実施した社会調
査データを用い、地位達成構造を検討するこ
とである。特に、移民の社会的背景に関する
情報を含む公開データは、本研究の開始時点
ではほとんど存在しなかった。したがって、
社会的背景、本人の教育達成水準、および労
働市場経験に関する情報を含むデータを独
自に得る必要があった。 
 
４．研究成果 
 第一の課題である移民・ネイティブ間での
教育達成構造の差異については、PISA データ
を用いた実証分析を通じ、移民研究における
同化仮説（Assimilation Hypothesis）を検
証した。データ分析の結果、日本における高
校 1年生段階の生徒については、ネイティブ
と移民第二世代（本人が日本生まれ、両親の
いずれかが外国生まれ）のあいだの学力差は
みられず、移民第一世代（本人が外国生まれ、
両親のいずれかが外国生まれ）が相対的に不
利な学業達成を経験していることが明らか
になった。そして、その学力差を生み出して
いる主要な背景として、親の社会経済的地位
と家庭での使用言語に着目した媒介要因の
検討をおこなった。その結果、しゃかい経済
的地位と学力の間には明確な正の関連がみ
られるものの、ネイティブと移民の学力差を
説明するものではなかった。学力差を説明し
たのは家庭での日本語使用状況であり、学力
形成における言語的障壁がネイティブと移
民の学力差の背景となっていることが明ら
かになった。 
 学力達成状況については、IEAによる TIMSS



データを用いて中学2年次の子どもについて
も同様の検討をおこなった。その結果、学力
達成の構造については PISA データの分析と
ほぼ同様の結果が得られ、義務教育段階、後
期中等教育段階の両方で、言語的障壁が教育
達成を阻む要因であることが確認された。加
えて TIMSS の分析では生徒の「いじめ」（Peer 
Victimization）経験についても検討した。
「いじめ」経験については同化仮説の予想と
は異なり、移民第二世代がネイティブ、移民
第一世代よりも経験しやすいという結果が
得られた。この点については、同化によって
ホスト社会のコミュニティとの接触機会が
増えることで、コンフリクトを経験する可能
性も増大すると暫定的に結論付けた。なお、
学業達成、「いじめ」経験ともに、ネイティ
ブと移民の間で社会的背景の影響力につい
て明確な差異は認められなかった。 
 以上の知見は実際に日本の学校に在学し
ている者を対象とするデータから得られた
ものであるが、移民の子の就学状況は必ずし
も明らかではない。したがって、本研究では
国勢調査の調査票情報を独自に集計するこ
とを通じ、就学年齢にある外国籍者の就学状
況を検討した。地域差等については検討の余
地が残るが、2000 年、2010 年の国勢調査の
結果からは、義務教育段階では国籍を問わず
在学率が9割を超えていることが明らかとな
った。高校在学率については国籍間で差がみ
られるものの、2010 年時点で日本国籍者、中
国籍者、韓国籍者の割合は9割を超えており、
南米国籍者、東南アジア国籍者についても 8
割程度に達していた。国籍間の在学率の格差
を生み出すメカニズムについてはさらなる
検討を要するが、PISA や TIMSS のデータに含
まれる移民の子がごく一部の非常に恵まれ
た層に属するのではないかという懸念につ
いては、必ずしもあてはまるとはいえないと
いうひとまずの結論を得たといえる。 
 第二の課題であるキャリア移動構造の差
異について、本研究では社会階層論における
地位達成モデルの応用を通じて検証を試み
た。本研究課題で独自に実施したウェブ調査
データを用い、ネイティブ、移民第二世代、
移民第一世代の地位達成構造が異なるのか
否かを分析した。本人の社会的背景（親の職
業的地位と教育年数）、本人の教育達成（教
育年数）、および本人の現在の職業的地位の
情報を用い、3 つのグループによる多母集団
でのパス解析をおこない、地位達成構造の同
化に関する仮説を検証した。 
 男性と女性のデータをそれぞれ分析した
結果、男性についてはネイティブと移民第二
世代の地位達成構造が類似しており、女性に
ついては3つのグループの間で地位達成構造
に大きな差がみられないことが明らかとな
った。男性の第一世代移民については、社会
的背景は本人の教育達成には正の関連を示
すものの、職業的地位とは関連していなかっ
た。この結果は、親と本人の職業的地位の間

に正の関連がみられたネイティブ、移民第二
世代の男性に関する知見とは異なっており、
第一世代移民の男性は社会的背景にもとづ
く様々な資源の動員可能性という点で、ネイ
ティブや移民第二世代に比べて不利である
と解釈できる。 
 女性について、ネイティブ、移民第一世代、
移民第二世代のあいだで地位達成構造に差
異がみられなかったことについては、女性の
間で平等な機会構造が存在するという解釈
よりは、日本国籍女性が出身背景、あるいは
自身の社会経済的資源（学歴等）を地位達成
に動員できていないことによるものだと考
えられる。社会経済的資源を動員できないメ
カニズムについては移民・ネイティブ間で異
なる可能性があるものの、結果的に動員可能
性が小さいという点では類似しているため、
地位達成構造も同様な姿となるのではない
かと考えられる。 
 以上の実証分析を通じて得られた、本研究
課題における暫定的な結論は、現代日本社会
においても同化仮説がある程度あてはまる
というものである。日本社会の制度環境のな
かに埋め込まれてゆくことで、移民（定住外
国籍者）は日本国籍者と同様の機会構造のな
かでライフコースを歩んでゆくことになる。
しかし、日本社会への同化が地位達成過程で
どのような意味を持つのかについては、必ず
しも単純には結論付けられない。学力達成に
ついては言語的、世代的同化を経てネイティ
ブとの差が埋められるが、ホスト社会での社
会的な接触の増加にともないコンフリクト
も増える。コンフリクトの増加は、移民第二
世代移民のライフコース初期における負の
ライフイベントとなり、同化とは異なる経路
からの教育達成上の不利を生み出す可能性
も考えられる。移民の機会構造は同化によっ
てネイティブと同様になるにも関わらず、そ
のなかでの相対的位置がより不利になって
ゆけば、地位達成における負のインパクトが
第一世代移民よりも大きい可能性すら存在
する。本研究課題の実施したものとは異なる
データの分析結果では、日本に定住する外国
籍者の社会経済的地位が、定住年数の長さに
応じて必ずしも高まらないということが明
らかにされてもいる（Takenaka et al. 2016）。 
 上記の結論については、本研究課題の分析
で十分に検証できたとは言い切れず、さらな
る検討の余地が残っている。今後は、より代
表性のあるデータを用いて本研究課題の知
見の頑健性を検証するとともに、子どもの教
育達成、ライフイベントについても詳細なメ
カニズムを定量的に検討する必要がある。 
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